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資料５：全国自治体(市)に関する調査結果について
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老人保健事業に基づく
がん検診について

全国自治体（市）の調査結果

東北大学大学院

小坂 健



調査の概要

• 調査対象：全ての市（781市）

• 調査時期：平成19年3月

• 調査項目：

①がん検診の種類 ②実施方法 ③受診率向上策
④精検受診率対策 ⑤自己負担額
⑥精度管理・事業評価の取組
⑦検診実施機関の選定方法
⑧現状の課題と効果的な取組など

• 回答：607市から回答あり（回収率77.7％）

平成１８年度厚生労働省老人保健事業推進費等補助金
（老人保健健康増進等事業分)



がん検診対象者
対象者数の制限

自治体(市)数 ％

対象者数の制限無し 368 60.6

対象者数の制限あり 235 38.7

未回答 4 0.7

合計 607 100



がん検診対象者
対象者数制限：検診種類とその理由

N=607 自治体数 ％

ⅰ全てのがん検診 48 7.9%

ⅱ肺がん 33 5.4%

ⅲ胃がん 72 11.9%

ⅳ大腸がん 17 2.8%

ⅴ乳がん 132 21.7%

ⅵ子宮がん 43 7.1%

ⅶその他 11 1.8%

合計 356 58.6%

N=607
自治
体数 ％

ａ 検診実施機関の受
入数が限られる

155 25.5%

ｂ 予算の制限 65 10.7%

ｃ その他 22 3.6%

合計 242 39.9%



がん検診対象者

乳がんなど隔年検診の場合

未受診者は翌年度の対象者として含まれるか？

N=607 自治体数 ％

含める 282 46.5%

含めない 165 27.2%   

不明 6 1.0%

その他 19 3.1%

合計 472 77.8%

参考）
乳がん検診及び子宮がん検診については、原則として同一人について2年に１回行うも

のとし、前年度受診しなかった者に対しては積極的に受診勧奨を行うものとする。
「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」（老老発第０３３１００３号）



がん検診対象者

各自治体のがん検診対象者数の算定方法

N=607 自治体数 ％

全数把握 115 18.9%

過去(現在） の調査を基に算出 66 10.9%   

都道府県で決められた方法 73 12.0%

その他の算出方法 333 55.7%

合計 592 97.5%

参考）
医療等以外の保健事業は、その対象となる者が、医療保険各法その他の法令に
基づく事業のうち医療等以外の保健事業に相当する保険サービスを受けた場合

又は受けることができる場合は、行わないものとする。（老人保健法 第22条）



がん検診対象者

各自治体のがん検診対象者数の算定方法

N=607 自治体数 ％

１） 人口に定数を掛ける 162 26.7%

２）人口から数字を減ずる 101 16.6%   

３） １）と２）の両方を用いる 44 7.2%

４）その他 144 23.7%

合計 451 74.3%



40歳以上の男女
（子宮がん・乳がん別途）

職域で健診の機会のある者を除く

医療の中で検診相当行為を受けた者は除く

個人的に検診を受けたものを除く

検診を受けることが事実上不可能な者は除く

対象者（推計）



がん検診対象者

自治体のがん検診対象者数の算定方法

大阪府の例
 



がん検診対象者

自治体のがん検診対象者数の算定方法

熊本市の例



大腸がん検診 自治体の推計受診者数による受診率と
簡易推定受診率*の関係 （N=290）

 

y = 0.7465x + 7.9118

R2 = 0.4887
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*40歳以上人口から就業者人口を減じた者を対象者数として計算



乳がん検診費用と自治体算定受診率

y = -0.0026x + 16.229

R2 = 0.0423
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乳がん検診費用と簡易推定受診率

y = -0.0018x + 14.942

R2 = 0.0136
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事業評価の取組
検診実施機関の決定方法

N=607 自治体数 ％

１） 一般競争入札 63 10.4%

２） 随意契約 517 85.2%   

３） その他 41 6.8%

合計 621 102.3%

自治体数

A  金額のみ考慮 38
B 実績も考慮 11
C 実績及びがん発見率などの精度も考慮 17

合計 66

一般競争入札の場合



事業評価の取組

検診実施機関への事業評価

N=607 自治体数 ％

行っていない 343 56.5%

必要な専門職の配置 127 20.9%   

施設や機器等 125 20.6%

その他 27 4.4%

合計 622 102.5%



事業評価の取組

検診実施機関への事業評価

N=607 自治体数 ％

行っていない 318 52.4%

がん発見率 191 31.5%   

偽陽性率 67 11.0%

陽性適中度 99 16.3%

その他 32 5.3%

合計 707 116.5
%

N=607 自治体数 ％

知らない 101 16.6%

活用している 144 23.7%   

活用していない 308 50.7%

その他 19 3.1%

合計 707 94.2%

精度管理指標の評価 事業評価のための点検表の活用



事業評価の取組

がん検診事業結果の公開・公表

N=607 自治体数 ％

市報 82 13.5%

パンフレット、
報告書等

253 41.7%   

インターネット 24 4.0%

報告会 99 16.3%

公表なし 146 24.1%

その他 82 13.5%

合計 604 99.5%

N=607 自治体数 ％

予算・決算 84 13.8%

受診者数 416 68.5%   

がん発見者数
(率) 364 60.0%

精度管理指標 29 4.8%

その他 12 2.0%

合計 905 149.1%

公表方法 公表内容



事業評価の取組

自治体でのがん検診の課題

N=607 自治体数 ％

1) 検診実施機関との調整が困難（項目、体制など） 59 9.7%

2) 施策上の優先順位が低い 14 2.3%

3) がん検診の受診率・精検受診率の向上 505 83.2%

4) がん検診の精度管理の向上 138 22.7%

5) がん検診の対象者の確実な把握と勧奨方法 245 40.4%   

6) がん検診機関の充実 64 10.5%

7) がん検診に関わる市の人材育成 11 1.8%

8) がん検診の普及・啓発 204 33.6%

9) その他 27 4.4%

合計 1267 208.7%



がん検診の事業評価の例がん検診の事業評価の例

カナダの乳がん検診の指針カナダの乳がん検診の指針((一部）一部）

受診率受診率 ≥≥ 70%70%

定期定期受診率受診率 ≥≥ 75%75%

要精密検査率要精密検査率 < 10% < 10% 初回検診初回検診 < 5% < 5% その他その他

浸潤がん発見率浸潤がん発見率 > 5 per 1,000 > 5 per 1,000 初回検診初回検診

> 3> 3 per 1,000per 1,000 その他その他

精密検査受診率精密検査受診率 ≥≥ 90% 590% 5週間以内週間以内((バイオプシー無バイオプシー無))

≥≥ 90% 790% 7週間以内週間以内（バイオプシー有）（バイオプシー有）

陽性適中度陽性適中度 ≥≥ 5% 5% 初回検診初回検診 ≥≥ 6% 6% その他その他



A B C D

B / A C / B D / C（B）

受診者数 要精検者数 精検受診者数 がん発見者数

要精検率 精検受診率 陽性反応適中度

がん検診における精度管理指標について



英国での乳がん検診の指標と達成率 2006年

受容率（受診率）

要精査率

がん発見率(標準化)



乳がん検診 要精査率
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がんの推定罹患率（胃、結腸は男性、子宮は女性）

がん発見率などの指標は対象者の人口構成によって異なる。
胃がん、大腸がんなどでは人口が高齢化するほど見つかる可能性が高くなる。



結果の概要
• がん検診の対象者数の制限を行っている自治体(市)が

少なくなかった(約4割)。

• がん検診対象者数の算定方法は自治体により大きく異
なっていた（統一的な方法を示している都道府県あり）。

• がん検診受診率と自己負担額の関連は弱かった。

• 事業評価の自治体（市）での取組は十分でなかった。

• 自治体（市）が考えているがん検診の課題としては受診
率等の向上や対象者の把握や勧奨が多く、事業評価・
精度管理の課題としての認識は少なかった。



考察

1. 対象者数算定・受診率についての統一的な方法

（参酌標準）が必要

２． がん検診の有効性（死亡率減少効果）やがん罹患の
年齢による相違を考慮し、年齢を区切った精度管理指
標の算定や標準的な数値の設定が望まれる。

(例えば40-65歳までの要精査率、精検受診率、がん発見率など）

３． 市町村のレベルでは事業評価は困難な場合あり、都
道府県「生活習慣病検診管理指導協議会」等での事
業評価や指導が重要である。
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